
第4号様式(その2)

26 登録を希望する業種 ※登録を希望する業種の番号に○印を付すること。「その他」を選択した際は、具体的な内容を記載すること。

※ 項目番号については、項目の改定・管理の都合上、欠番が生じています。

27 登録を希望する業種ごとの実績（売上）高等

28

29 経営状況

％

※実績（売上）高等の②・③は、1会計期間が12ケ月の事業所は太枠のみ記載すること。

（用紙Ａ４）

※受付番号
※登録番号（新規
以外）

1000099999

物品・業務委託等入札参加資格希望業種表・経営状況調査表

0100 製作(販売)業 0200　販売業 0600 業務委託等

1 機械器具類 1  文房具･事務用機器類 9 車両･船舶類（二輪車を含む） 17 文化財関連

2 家具･木工具類(製造販売) 2 印章類 10 工作･建設･産業機械類 18 書　籍 29

楽器･運動具類 28 OA機器類 1 情報処理・電算処理 9

介護・福祉用品類 ICT・教育支援

3 印刷製本類 3 用紙類 11 車両整備・修繕 11 イベント企画・運営車両･船舶部品類 31 電力 3

鋼製什器類 12 衣料･日用品類 21

油脂･燃料類 20

2 ソフトウェア開発・運用保守 10

運送・輸送

5 縫製品類 5 医療機器･医薬品類 13 百　貨 22 皮革･ゴム製品類 33

消防資材器具類 32 衛生用品類 4 リース（車両等） 12

建築資材類(製造・販売) 5 リース（OA機器等） 99 その他(内容記載)

4 看板･標識･微章類 4

6 その他(内容記載) 6 写　真 14 リース(その他)

7 光学･理化学機器 15 肥料･飼料･雑穀類 24 厨房･暖冷房衛生器具類 　**業務
　**販売

食料品類 23 教育映画･教材類 99 その他(内容記載) 6

7 人材派遣

8 電気･通信機械類 16 農工具･銅鉄類 26 家具・木工具類（販売のみ） 8 映像・ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ制作

0700 その他調査

1 水質調査 4 ボーリング調査 7 漏水調査 10 環境アセスメント調査 13 経済・物流調査 16 生態系調査 19 計量証明調査

2 水量調査 5 水資源・水源調査 8 電波障害調査 20 その他(内容記載)

3 地下埋設物調査 6 流量調査 9 環境調査 12

立木等調査 11 耐力度調査 14 分析・測量調査 17

清掃・補修調査 15

①希望業種区分

②直前2年度分決算（千円） ③直前1年度分決算（千円） ④直前2ヶ年
　 間の年間平
   均実績高
       （千円）

区分 直前決算時（千円）

年 　月から 5年 4月から 年　 月から

情報システム調査 18 交通量調査

6年 4月から

自
己
資
本
額

①株主資本（貸借対照表の株主資本合計） 1,000

年　 月まで 6年 3月まで 年　 月まで 7年 3月まで ①のうち払込資本金（資本金、出資金、元入金） 700

②評価・換算差額金 0

用紙類 8,000 7,800 7,900 ③新株予約権 300

文房具･事務用機器 5,000 6,000 5,500

④　合　　計
（①＋②＋③＝貸借対照表の純資産合計）

1,300
**販売 6,000 10,000 8,000

**業務 7,000 4,000 5,500

直前決算時

①流動資産（千円） 5,000

②流動負債（千円） 4,000

③流動比率　(①/②×100) 125.0

合　　　　計 41,500 49,800 45,650

そ　の　他 15,500 22,000 18,750

記 載 例
※記載不要

申請する業種ごとの売上高を記入する。

申請する業種以外の売上高は、その他にまとめて記入。

合計＝「損益計算書の売上

高」となるよう記入する。

【個人】「元入金」＋「事業主借－事業主貸」

＋「青色申告特別控除前の所得金額」

【法人】株主資本合計

【公益法人等】正味財産合計

【個人】元入金

【法人】資本金

【公益法人等】基本財産

【法人】貸借対照表から転記。 【個人】貸借対照表（資産負債

調）から転記。

他のどの区分・業種にもあてはまらな

い役務（業務）は、当該「その他」を選

択し、具体的な内容を記載すること。


